
1C07 障害者支援システムに 関する製品開発のあ り方 

一 視覚障害者を 対象とする製品開発の 事例分析 一 

0 小川泰明 ( 北陸先端科学技術大学院大 ) 

1 . はじめに 

本研究では、 視覚障害者を 対象とした製品の 研究開 方では障害者がコンピュータとネットワークを 活用す 

発を調査、 分析し、 成功するための 要因を抽出し、 陸 ることにより、 障害を軽減する 可能性があ ることも チ旨 

書音支援システムの 製品開発のあ り方を提案する。 捕 されている。 

マイクロソフト 社は MS-windows, を発売し、 従来の 障害者の中ではコンピュータを 使いたいという 欲求 

あ らかじめ決められた 文字列 ( コマンド ) を入力して が多くあ る。 その要望に応え、 現在、 障害者のコンピ 

コンピュータを 操作する方式 (=cuI) から、 マウスを ユータの 利用を支援する 各種のシステムが 開発されて 

使い、 画面上のアイコンを 操作することにより 操作が いる。 しかしながら 障害者を対象とする 製品の研究開 

可能な GUl へと移行した。 また近年、 WlndowS に限ら 発においては、 完全に活用されるまでにはいたらず、 

ず パーソナルコンピュータ ( 以下、 PC) 、 ワークステー 失敗する事も 多くあ り、 確実に成功させる 事は難しい。 

ション ( 以下、 WS) のインターフェースは CUI から GUI 

へと急速に移行している。 2. 視覚障害者からの 支援システムの 要望 

GUI  は 1973 年、 Xerox  社の パロ ・アルト研究所で 開 視覚障害者にとって、 コンピュータは 単なる吉士 算機 

発された WS 、 Alto が始めであ る。 その研究テーマの 一 としてでは無く、 障害補完を目的として 使われる事が 

つに、 コンピュータの 使い勝手を改善することがあ り、 非常に多い。 社会参加 / 復帰 ( プロバラマー・タイピ ス 

単なる計算機としてではなく、 日常業務をこなす 事務 ト 等の仕事 ) の道具として、 また在宅で仕事ができる 

機器的な可能性を 探る事も含まれていた。 そして GUI というメリットを 生かし、 GUI 化以前から多く 使われ 

が 普及することにより、 コンピュータは 使いやすい道 ていた。 またネットワークの 普及によりその 用途はさ 

具へと進化したと 言っても過言では 無いだろう。 らに広がり、 情報を入手するための 端末として、 電子 

しかし、 G Ⅶ ば 、 すべての ユーザに札恵 をもたらす メールやチヤット、 B 騰 、 ウェッブベージ 等を活用して、 

物とは成らなかった。 GUI はその操作方法ゆえ、 視覚 単なる計算機ではなく、 コミュニケーションツール ヘ 

に 頼ることが多く。 障害者、 特に視覚障害者には 操作 と用途が変化している。 

が 困難であ る。 視覚障害者に 限らず、 障害者がコンピュータを 利用 

また現在、 インターネットの 普及により、 電子 メ一 するにあ たり、 障害に対 f した支援機器やシステムを 

ル 、 ウェッブに代表される 新しいメディアを 利用して、 使う場合が多い。 またその種類は 大きく分けて①ハー 

世界中の膨大な 量の清報へのアクセスが 非常に容易に ドウェアによる 解決 ( コンピュータに 専用の装置をつ 

なっている。 しかしコンピュータを 操作できない 障害 け、 操作を支援 ) と、 ②ソフトウェアによる 解決 ( コ 

者は、 コンビュー タ が利用できないためこの ， 乱 恵を受 ンピュータに 支援ソフトを 組み込む ) 、 に 分けることが 

けることができず、 それにより 射 利付な障害だけでな できる。 

く 情報にアクセスできないという 情報障害 ( ディジ タ 視覚障害者は、 障害者・高齢者における 情報通信の 

ルデイ バイド ) という問題が 指摘されている。 また 一 利用動向 ( 郵政月報， 1999,1) によると、 コンピュータ 

の インターフェースについて、 ①画面上の文字が 小さ 

l MS.W 下 dows は Mic の的 什 社の登録商標であ る。 
い、 ②キーボードの 表示が小さくて 見にくい、 ③複数 
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キ 一の同コ 甜甲下 が難しい等の 不便を感じており、 また くいという事に 関しては ユーザと 開発側の相互の 理解 

他 障害者と比較してより 高いバリアを 感じていること 

が指摘されている ( 図 1) 。 

が 得られず、 的確にニーズに 答えられていないと 考え 

られる。 また、 価格が高いと 感じられている 事にっ ぃ 
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ては、 ユーザ 側の要求に対し、 価格と機能のミ 

スマッチが起きている 事も考えられる。 これら 

の問題を解決する 方法が求められている。 

3. 開発側から見た 支援システムへの 取 

り 組み 

現在、 日本は高齢化が 急速に進んでおり、 従 

    肢体不自由者     来の障害者といわれる 人達に加え、 加齢による 
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る 。 また、 視覚障害者は 音 

声化ソフトを 利用すること 

により PC が使いやすいと 

感じている。 

しかし、 障害者全体が 支 

援システムに 対して、 価格 

が高い、 マニュアルがわか 

りにくい。 情報不足 ( 機器 

そのものや補助制度 ) 、 導入 

の方法がわからない ( イン 

スト一ル、 機器の選定 ) 、 使 

いにくいという 声もあ る。 

これは機器の 依存度が高い、 

視覚障害者にも 共通して言 

える事であ る。 また使いに 

      障害者が増えてきている。 また、 国による開発 

一一 例・利用者側に 対する補助制度の 拡充が進むこ 

とにより支援システムの 市場規模の拡大、 製造、 流通 

ともに新規参入が 増え、 市場が活発になってきている。 

高齢者・障害者向け 情報通信利用支援の 開発・普及に 

関するアンケート ( 総務省， 2001) によると、 そ う いっ 

た中での技術開発・ 製品開発の実績は 高齢者 (75%) 

についで視覚障害者用は 多く (32.1%) 開発されている。 

しかし、 開発が順調に 行われているとは 言い難い。 視 

覚障害者に限定したものではないが、 総務省が平成 9 

年～ 12 午に行った「高齢者・ 障害者向け通信放送サー 

ビス充実研究開発助成金制度」は 49 件が採用され、 ぅ 
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ち 25 件が終了しているが、 現在、 実現されているもの 

が 7 件と少ない。 その課題の多くは①開発を 行った企 

業の実用化の 過程における 資金の確保が 困難であ るこ 

と、 ②開発した製品。 サービスの採算，珪の 危惧、 が 挙 

げられている ( 図 3L 。 

これらの障害者支援システムの 多くが抱える 問題と 

して、 多品種少量生産となりがちで、 高価格になるこ 

とがあ る。 企業側からは、 対象者が少なく 採算が合わ 

ない、 ニーズがあ っても高額で 売れない、 という問題 

が 指摘されている。 

また高齢者・ 障害者向け情報通信利用支援の 開発・ 

普及に関するアンケート ( 図 2) から、 資金面の問題 

だけではなく、 その問題の多くはスーザ と のマッチン 

グに 関して多くあ げられている。 また、 研究開発を行 

う 企業は、 成果であ る製品・サービスに 関し、 情報を 

提供するホームページや PR の機会、 利用者とのマッ 

チングの機会を 必要としている。 

これらの結果から、 開発側の抱える 問題の多くは、 

2 つに分けることができる。 第 1 に人的な面から 捕ら 

えた問題であ る。 主に ニーザと のマッチンバに 関する 

問題であ り、 仕様の決定・テストを 行 う ためのフィー 

ルドを確保できないままに 開発を行っている 事であ る。 

結果的に 、 ユーザの 正確なニーズをくみ 取れず、 開発 

が 困難ととなっている。 第 2 に金銭的な面があ げられ 

る。 開発のためには 資金が多く必要であ り、 適正な価 

格で ユーザに 供給できない 事が問題として 指摘できる。 

この事は、 開発 側 ・利用者側双方に 対する国による 補 

助金制度の情報不足、 という側面もあ る。 

4. 支援システムの 問題と成功例の 要因分析 

開発・製品化に 失敗している 企業が多く存在する 反 

面、 専用機器、 ソフト開発・ 販売を主として 行い、 多 

くの視覚障害者に 使われている 製品を開発した 企業も 

あ る。 視覚障害者の 多くが好んで 使 う 製品の多くは 実 

際に彼ら自身が 開発に関わった 物が多く、 また視覚障 

害者が実際に 使用して使い 勝手の良い製品は 、 例え障 

害者専用に開発された 製品で無くとも、 使い勝手が障 

害者自身に言 引 面されれば、 視覚障害者のコミュニティ 

の中で口コミで 広がるケースが 多くあ る。 

これは、 障害者支援システムに 放 いては、 図 3 で示 

した ユーザと のマッチンバの 問題を解決できた 製品が 

成功するという 事を示しており、 例え視覚障害者専用 

に 開発したものでなくても、 障害者自身に 言 引 面されれ 

@ 障害者の間で 多く使われるようになるということで 

あ り、 マッチすることが 大きな成功の 要因であ ること 

がわかる。 
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試用・フィールドの 確保が難しい 

その他 

当初見通しより 予算がかかった 

外都の協力企業，人材の 確保が難しい 

アドバイザー や モニタ一の確保が 難しい 

対象者のニーズが 当初の予想と 違った 

予定期間内に 開発が完了しなかった 

社内の研究開発人材の 確保が難しい 

多岐にわたるニーズに 対応しきれない 

仕様の大幅な 変更が必要となった 

特にない 

当初想定していた 開発ができなかった 
  

高齢者・障害者向け 情報通信利用支援の 開発・普及に 関するアンケート   
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このことは、 成功している 企業、 失敗している 企 

業には開発段階に 大きな違いがあ り、 特に①ユーザ 

のニーズを正確に 把握し、 反映する製品の 開発形態、 

②ユーザにマッチした 製品を作るノウハウ ( 開発を 

行 う 方法 ) 、 ③開発を行い 製品化する段階での 環境の 

違い ( テストのフィールドを 確保している・ 試用環 

境の充実等 ) 、 ④開発コストの 削減を実現させる 補助 

制度等の サ 青軸量の差が、 成功と失敗を 分ける要因と 

なっていると 考えられる。 

5. 研究開発プロセスのあ り方について 

現在、 財団法人テクノエイド 協会が福祉用具開 

発・製品化の 主な流れとして R&D プロセスのモデ 

ルを提唱している。 しかし、 このモデル図では、 二 

一ズを 正確に反映するための 仕組みにが不足してい 

る。 その主な要素は 、 ① ユーザが 開発に参加するこ 

とについて言及されていない、 ②ニーズ把握のため 

の方法が不足、 ③実用化の検討段階が 下流にあ るた 

めに失敗を予想、 し 難く中途半端な 製品が開発される 

可能性があ る、 ④ 言 Ⅵ面が ユーザ になされていない、 

点であ る。 

ニーズを正確に 把握し、 反映する点に 不足がみら 

れ、 その不足を補い、 再構築した図を 図 4 で示し六 % 

( 図 4) 障害者支援システムの R&D プロセスモデル 

く 開発 側ノ く 利用者側 ノ 

着想、 ニーズ把握の 仕 掛 
け作り 

実用化の検討 
  開発資金 
等 補助情報 
の 収集 

ニーズ・ウォン 、 ソの 把握 』 

コミュニティ 形成 
インタプリタ 二 

プロデューサー 
の 確立 

既存コミュニティ との連携 

市場性の把握 

使用者の特徴の 把握 テストフイールドの 百を 4% 良 

使用環境の把握   新規フィールド 
の形成 

・ 大学等との 連 
仕様の把握 携 

; 丈吉 士 

;lC ィ乍 

評 川口 

・基本性能 
・ ; ま用 ; 平 7 日 

・改良点の抽出 

これは障害者支援システムの R&D プロセスモデル 

であ る。 このモデルでは 上記に記した 要素を補った 
厘引 

分析してさらにこのモデルをさ 充棟させて行きたい。 
モデルであ り、 これを研究開発のガイドラインとして 

提案したい。 
a@ 

本研究において 御 指導頂いた、 北陸先端科学技術大 

6.  おわりに 
学院大学の亀岡秋男教授を 始めとする教官の 方々 、 研 

ここでは 尽干 存の調査で明らかになった 問題点をもと 
究 室の皆様、 ならびに関係者の 皆様に感謝を 申しあ げ 

に モデルの提案を 行った。 今後、 残された課題として、 
ます。 

現在開発を行い 成功している 企業の R&D プロセスを 
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